
※
公
的
年
金
等
以
外
の
他
の
所
得
金
額
が

20
万
円
以
下
で
、
所
得
税
の
確
定
申
告

が
必
要
な
い
場
合
で
あ
っ
て
も
医
療
費

控
除
や
生
命
保
険
料
控
除
な
ど
の
各
種

控
除
を
受
け
る
た
め
に
は
町
県
民
税
の

申
告
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

復
興
特
別
所
得
税
額
の

記
入
を
お
忘
れ
な
く

　

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
の
た
め
の
施
策

を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
財
源
を
確
保
す
る

こ
と
か
ら
「
復
興
特
別
所
得
税
」
が
平
成
25
年

分
か
ら
創
設
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
こ
と
に
よ
り
所
得
税
と
併
せ
て
復
興
特

別
所
得
税
の
申
告
と
納
付
が
必
要
と
な
っ
て
い

ま
す
の
で
、
確
定
申
告
書
の
作
成
に
あ
た
っ
て

は
、記
入
漏
れ
の
な
い
よ
う
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

税
制
改
正
の
お
知
ら
せ

①
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
の
延
長
・
拡
充

が
さ
れ
ま
し
た

　
　

平
成
25
年
12
月
31
日
か
ら
平
成
29
年
12
月

31
日
ま
で
延
長
さ
れ
る
と
と
も
に
、平
成
26
年

4
月
以
後
に
居
住
を
開
始
し
た
場
合
の
控
除

限
度
額
が
拡
充
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

②
上
場
株
式
等
の
配
当
・
譲
渡
所
得
等
に
係

る
軽
減
税
率
が
廃
止
さ
れ
ま
し
た

　
　

上
場
株
式
等
の
配
当
・
譲
渡
所
得
等
に
係

る
10
％
軽
減
税
率
が
平
成
25
年
12
月
31
日
を

も
っ
て
廃
止
さ
れ
ま
し
た
。

　
　

こ
の
こ
と
に
よ
り
平
成
26
年
1
月
1
日
以

降
に
つ
い
て
は
、
本
則
税
率
20
％
（
所
得
税

15
％
、
住
民
税
５
％
）
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

※
平
成
49
年
分
ま
で
は
、復
興
特
別
所
得
税（
０
・

３
１
５
%
）
が
所
得
税
に
加
算
さ
れ
ま
す
。

事
前
に
準
備
く
だ
さ
い

①
農
業
所
得
の
あ
る
人

　
　

農
業
所
得
は
、
営
業
所
得
な
ど
と
同
様
に

収
支
計
算
が
必
要
で
す
。

　
　

収
支
計
算
と
は
、
そ
の
年
の
1
月
か
ら
12

月
ま
で
の
1
年
間
の
農
産
物
に
関
す
る
収
入

金
額
か
ら
必
要
経
費
を
差
し
引
い
て
所
得
を

計
算
す
る
方
法
で
す
。

　
　

あ
ら
か
じ
め
収
入
や
経
費
を
科
目
ご
と
に

ま
と
め
、
収
支
内
訳
書
（
農
業
所
得
用
）
を

作
成
し
て
く
だ
さ
い
。
収
支
内
訳
書
の
用
紙

は
税
務
課
で
配
布
し
て
い
ま
す
。

※
収
支
内
訳
書
が
作
成
さ
れ
て
い
な
い
場
合

は
、確
定
申
告
の
受
け
付
け
が
で
き
ま
せ
ん
。

※
確
定
申
告
書
と
と
も
に
提
出
す
る
書
類
は
、

収
支
内
訳
書
だ
け
で
す
。

②
医
療
費
控
除
を
受
け
る
人

　
　

本
人
ま
た
は
本
人
と
生
計
同
一
に
あ
る
家

族
が
、
病
気
や
ケ
ガ
な
ど
で
治
療
を
受
け
、

一
定
額
以
上
の
医
療
費
（
医
療
を
伴
う
介
護

サ
ー
ビ
ス
に
か
か
る
自
己
負
担
を
含
む
）
を

支
払
っ
た
と
き
は
、
医
療
費
控
除
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

一
定
額
以
上
と
は
、

⑴
総
所
得
金
額
等
が
2
0
0
万
円
以
上
の
人
は

医
療
費
の
合
計
が
10
万
円
を
超
え
た
場
合

　
（
１
年
間
に
支
払
っ
た
医
療
費
の
合
計
額
）

－

（
保
険
金
な
ど
で
補
て
ん
さ
れ
る
金
額

（
注
））

－

10
万
円

⑵
総
所
得
金
額
等
が
2
0
0
万
円
未
満
の
人

は
医
療
費
の
合
計
が
「
総
所
得
金
額
等
×
５

％
」
を
超
え
た
場
合

　
（
１
年
間
に
支
払
っ
た
医
療
費
の
合
計
額
）

－

（
保
険
金
な
ど
で
補
て
ん
さ
れ
る
金
額

（
注
））

－

総
所
得
金
額
等
の
５
％

（
注
）
生
命
保
険
契
約
な
ど
で
支
給
さ
れ
る
入

院
費
給
付
金
、
健
康
保
険
な
ど
で
支
給
さ

れ
る
療
養
費
・
家
族
療
養
費
・
出
産
育
児

一
時
金
な
ど

　
　

控
除
額
の
上
限
は
2
0
0
万
円
で
す
。

　
　

事
前
に
受
診
者
、
医
療
機
関
ご
と
に
集

計
し
、
医
療
費
の
明
細
書
を
作
成
し
て
く

だ
さ
い
。
明
細
書
の
用
紙
は
税
務
課
で
配

布
し
て
い
ま
す
。

※
医
療
費
の
明
細
書
が
作
成
さ
れ
て
い
な
い

場
合
は
、
確
定
申
告
の
受
け
付
け
が
で
き

ま
せ
ん
。

③
要
介
護
認
定
該
当
者
で
障
害
者
控
除
を
受

け
る
人

　
　

身
体
障
害
者
手
帳
・
療
育
手
帳
・
精
神

障
害
者
保
健
福
祉
手
帳
等
の
交
付
を
受
け

て
い
る
人
に
つ
い
て
は
、
障
害
者
控
除
、

障
害
者
特
別
控
除
を
受
け
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。

　
　

ま
た
、手
帳
の
交
付
を
受
け
て
い
な
い
人

で
も
、
介
護
保
険
法
に
よ
る
要
介
護
認
定

を
受
け
、
一
定
の
要
件
を
満
た
す
場
合
は
、

障
害
者
控
除
、
障
害
者
特
別
控
除
を
受
け

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
控
除
を
受
け
る
た

め
に
は
、「
障
害
者
控
除
対
象
者
認
定
書
」

が
必
要
で
す
。
認
定
書
の
交
付
申
請
の
手

続
き
に
つ
い
て
は
、
介
護
支
援
課
（
☎
�

6
5
0
1
）
へ
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

事
業
・
不
動
産
所
得
者
の
記
帳
・
帳
簿
等
の

保
存
制
度
の
対
象
者
が
拡
大
さ
れ
ま
し
た

　

事
業
所
得
（
営
業
、
農
業
）
や
不
動
産
所

得
等
を
有
す
る
白
色
申
告
者
の
う
ち
、
前
年

も
し
く
は
前
々
年
に
お
い
て
事
業
所
得
等
の

合
計
額
が
３
０
０
万
円
を
超
え
る
方
に
必
要

と
さ
れ
て
い
た
記
帳
・
帳
簿
書
類
の
保
存
制

度
の
対
象
者
が
、
平
成
26
年
１
月
（
平
成
26

年
分
）
か
ら
事
業
（
営
業
、
農
業
）
や
不
動

産
な
ど
の
業
務
を
行
う
す
べ
て
の
方
に
拡
大
さ

れ
ま
し
た
。

近
江
八
幡
税
務
署
か
ら
の
お
知
ら
せ

　

近
江
八
幡
税
務
署
は
、
土
・
日
・
祝
日
が

閉
庁
と
な
る
た
め
、
県
内
の
他
の
税
務
署

で
次
の
と
お
り
閉
庁
日
対
応
を
行
い
ま
す
。

◆
と　

き

　

2
月
22
日（
日
）・
3
月
1
日
（
日
）

　

午
前
9
時
～
午
後
5
時

◆
と
こ
ろ　

　

大
津
税
務
署
・
草
津
税
務
署

◆
内　

容　

　

確
定
申
告
に
関
す
る
相
談
、
確
定
申
告

書
の
配
布
・
収
受
、
所
得
税
の
納
付
相
談

　

近
江
八
幡
税
務
署　

☎
�
3
1
4
1

所
得
税
の
還
付
申
告
は
1
月
5
日
か
ら

　

給
与
所
得
者
で
年
の
途
中
で
退
職
さ
れ
、
年

末
調
整
を
受
け
な
か
っ
た
人
や
医
療
費
控
除
な

ど
の
各
種
控
除
を
受
け
る
こ
と
で
所
得
税
が
還

付
に
な
る
人
は
１
月
５
日
か
ら
近
江
八
幡
税
務

署
に
お
い
て
還
付
申
告
が
で
き
ま
す
。

　
　
　
　 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で

　
　
　
　
　
　
申
告
書
を
作
成
で
き
ま
す

　

国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://w

w
w

.
nta.go.jp

）
の
「
確
定
申
告
書
等
作
成
コ
ー

ナ
ー
」
で
は
、
金
額
な
ど
の
項
目
を
入
力
す
る

と
税
額
な
ど
が
自
動
計
算
さ
れ
、
申
告
書
を
作

成
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
作
成
し
た
デ
ー
タ

は
、
印
刷
し
て
税
務
署
へ
郵
送
で
提
出
す
る
こ

と
が
で
き
る
た
め
、
税
務
署
な
ど
へ
出
向
く
必

要
が
な
く
な
り
ま
す
。
ま
た
、
公
的
個
人
認
証

な
ど
の
電
子
証
明
書
を
取
得
す
れ
ば
、
イ
ン
タ

ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
て
申
告
書
を
提
出
す
る
こ

と
も
可
能
で
す
。

◆
問
い
合
わ
せ
先

　

税
務
課　

住
民
税
担
当　

☎
�
６
５
７
０

e
-Tax
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軽自動車税の税率が変更されます!
平成26年3月31日に、公布された地方税法の一部改正に伴い、日野町税条例の一部を改正しました。

解　　　　説
①登録されている車両に対して、平成27年度の課税より、一律に税額が変更となります。
　軽自動車は、使用に関わらず、賦課期日の４月１日に登録状態であれば課税されます。
　現在お持ちでない車両が、登録のままになっている場合は、すみやかに下記の機関で手続きを行ってください。

③最初の新規検査（初度検査年月）より起算し、13年を経過している車両が、対象となります。（平成28年度から）
　平成14年12月31日以前に最初の新規検査（初度検査）を受けた車両は、平成28年度から重課税率が適用され
　ます。最初の新規検査（初度検査）…車検証に記載のある「初度検査年月」で確認をお願いします。
　※車検証の「初度検査年月」の欄に月が記載されておらず、年のみの記載の場合、その年の12月に検査を受け
　　たものとして、取り扱います。（平成15年10月14日までの車検証には、年数のみの記載になります）

日野町ナンバー（原付・小型特殊）
日野町役場税務課　住民税担当
住所：日野町河原一丁目１番地
☎ 0748-52-6570（直通）

滋賀ナンバー（軽二輪・小型二輪）
滋賀運輸支局
住所：守山市木浜町2298番地5
☎ 050-5540-2064

滋賀ナンバー（三輪・軽四輪）
滋賀県軽自動車検査協会
住所：守山市木浜町2298番地3
☎ 050-3816-7103

②初めて車両番号の指定を受けた日によって、税率が変わります。

　※平成27年度については、平成27年4月1日に登録された車両のみ、新税率が適用されます。

指定を受けた日が平成27年3月31日まで
⇒　現行税率（年額）

指定を受けた日が平成27年4月1日以降
⇒　新税率（年額）

①平成27年度より、一律に税率が変更されるもの（解説①参照）

車　　種 総排気量など プレートの色 旧税率（年額）
3月31日まで

新税率（年額）
4月1日から

日野町ナンバー
原動機付自転車

50cc以下 白 1,000円 2,000円
51～90cc以下 黄 1,200円 2,000円
91～125cc以下 桃 1,600円 2,400円

20cc超（三輪以上） 水色 2,500円 3,700円

小型特殊自動車 農耕作業用 緑 1,600円 2,000円
その他（フォークリフト等） 緑 4,700円 5,900円

滋賀ナンバー 二輪の軽自動車 126～250cc以下 白 2,400円 3,600円
二輪の小型自動車 251cc～ 白 4,000円 6,000円

②初めて車両番号の指定を受けた日により、税率が変更されるもの（解説②参照）

滋賀ナンバー

車　種 税率（年額）
現行税率（年額） 新税率（年額）

軽三輪 a　3,100 円 Ａ　　3,900 円

軽四輪
乗用 自家用 b　7,200 円 Ｂ　10,800 円

営業用 c　5,500 円 Ｃ　　6,900 円

貨物 自家用 d　4,000 円 Ｄ　　5,000 円
営業用 e　3,000 円 Ｅ　　3,800 円

③13年を経過している車両は平成28年度から、税率が変更されます（重課税）（解説③参照）

税率（年額）
重課税率（年額）

（平成28年度から）
　4,600 円
12,900 円
　8,200 円
　6,000 円
　4,500 円

税率（年額）

現行税率（年額）

a　3,100 円
b　7,200 円
c　5,500 円
d　4,000 円
e　3,000 円

税率（年額）
重課税率（年額）

（平成28年度から）
　4,600 円
12,900 円
　8,200 円
　6,000 円
　4,500 円

税率（年額）

新税率（年額）

Ａ 　3,900 円
Ｂ 10,800 円
Ｃ 　6,900 円
Ｄ 　5,000 円
Ｅ 　3,800 円

農耕車の
ナンバープレートは

お持ちですか
　軽自動車税は、車両の使用の
有無や公道の走行に関わらず、所
有している場合に課税対象とな
ります。そのうち、農耕車（トラ
クタ・コンバイン・田植機等）に
つきましては、乗用装置付きで、
最高速度が35㎞ /h未満で走行
できる車両が対象となります。
　対象となる農耕車を新規に取
得された方、または現在ナンバ
ー（標識）の交付を受けていない
車両をお持ちの方は、役場税務
課にて、ナンバー（標識）交付の
手続きをしてくだ
さい。
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